
防災集団移転促進事業計画の提出について

Ｈ24.05.28

復興事業局事業計画課

１．現在の状況と今後の見通し

・本市東部地域における防災集団移転促進事業について，申出書の集計結果をもとに，未提出者

も含めて全体の事業規模を想定し，以下のとおり事業計画を作成した。

・現在，事業計画の内容について，国交省と事前協議を進めているところ。

・事前協議が整った段階で，宮城県経由で国土交通大臣あて，正式に事業計画を提出する予定。

・事業計画提出後，国交省の内部手続き（財務省・総務省協議など）を経て大臣同意。

（６月上旬頃を想定）

２．防災集団移転促進事業計画の概要

１）事業区域 別添「事業区域図」のとおり

２）移転対象戸数  １，７０６戸

３）移転種別

  ・集団移転  １，００１戸

   （うち，田子西地区 ８０戸，荒井東地区 ７１戸，荒井南地区 １７戸，

荒井西地区 ２６９戸，荒井駅北地区 ６８戸，荒井公共区画整理地区 ５０戸，

仙台港背後地住宅地区 ２５戸，田子西隣接地区 ２２４戸，南福室地区 ３８戸，

上岡田地区 ４０戸，七郷地区 ３０戸，六郷地区 ６８戸，石場地区 １４戸，

蒲生雑子袋地区 ７戸）

  ・単独移転     ３３４戸

  ・復興公営住宅   ３７１戸（うち，集団移転先 ２５６戸）

４）事業期間  平成２４年度から平成２７年度まで

５）事業費

（単位：百万円）

事業内容 事業費

移転先用地取得及び造成 約 １５，５４０

移転先住宅建設等助成（利子相当額補助） 約  ４，８１０

移転先公共施設整備 約  ３，３５０

宅地及び農地の買い取り 約 ３１，２７０

農林水産業基盤等整備（共同作業所等整備） 約    ８１０

移転費助成（引越し費用等助成） 約  １，３３０

合  計 約 ５７，１１０
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４．公表等の予定

・５月２８日  震災復興推進本部会議

・５月２９日  市長記者会見

  （事前協議が整った段階で，宮城県を経由し，国土交通大臣あて，事業計画を提出）

・５月２９日～３０日  市議会各会派へ説明

・６月上旬頃  大臣同意を得た後に，その旨を計画概要とともに公表（記者クラブ投げ込み）

５．今後の進め方

・防災集団移転促進事業については，事業の早期着手と円滑な実施のため，まず概数で事業計画

を策定し，大臣同意を得て事業を進めながら詳細な事業計画策定作業を並行して行い，段階的

に確定していくなど柔軟な対応が可能とされている。

・そのため，今回の事業計画は，申出書の集計結果をもとに想定した暫定的な計画との位置づけ

であり，事業計画の大臣同意を得た後も，引き続き申出書の追加提出を働きかけ，事業の精度

が高まった段階で，必要に応じて事業計画の変更を行っていくこととなる。

造成が完了した土地から順次住宅工事着手

必要に応じて，事業計画変更
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